
化、家庭支援を含め地域全体で子どもを支えるための関係機関問の調整と役割分  

担による対応など地土或ネットワークの確立について、検討していくことが必要で  

ある。   

また、児童養護施設に入所している子どもの高校卒業後の進学率が低いこと等  

の実状を踏まえ、就労や進学の支援や施設退所後の支援など年長児の自立支援の  

ための取組の拡充を図ってい＜ことが求められる。   

また、支援の質の向上を図るため、社会的養護を担う人材とその専門性を確保  

するための仕組みを検討していくことが必要である。  

（2）子どもの権利擁護の強化とケアの質の確保に向けた対策   

施設内虐待が相次いでいるが、子どもの権利を守るべき機関において、権利の   

侵害が起こることは許されるものではない。この防止等を図るため、再発防止に   

有効な仕組みの導入や、第三者評価の充実、子どもが意見を表明する機会の担保   

等、子どもの権利擁護とケアの質の確保を図る仕組みを検討する必要がある。  

（3）社会的養護体制の拡充方策   

社会的養護を必要とする子どもの教の増加や子どもの状態の多様化・複雑化に   

対応するため、都道府県等において整備目標を含めた整備計画を策定し、これに   

基づいた計画的な整備を行う仕組みを検討する必要がある。  

5 安心して生み育てられる産科・小児科医療体制の確保   

すべての地域において、子どもを安心して生み育てられるよう、必要な産科・  

小児科の医療体制を確保するため、医師が集まる拠点病院づくり、周産期医療ネ  

ットウーークをはじめとした医療機関相互のネットワークの構築等の対策が進めら  

れているところであり、引き続き、実効性ある対策を推進していくことが必要で  

ある。  

6 国民運動の展開   

一 自然に子育ての楽しさや大切さが受け継がれる国民運動の展開  

様々なライフスタイルの選択を受け止めた上で、   

孤立化しがちな今日の環境の中での子育ての大変さを理解し、   

子どもを育てている人も、育てていない人も含め、社会全体で、生命を次代  

に伝え育んでいくことや、子どもを慈しみ、守り育てることの大切さについて  

の認識を共有し、  
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ワーク・ライフ・バランスの推進とともに、家族の中での分担、特に男性の   

家事・育児分担を進め、家族構成員間の紳をより深め、  

・家族を支える地域の取組を進め、どの程度環境が改善しているのかl育報を共   

有する  

国民運動を展開し、自然に子育ての喜びや大切さが、これから子どもを生み育て  

ていく若い世代に、また、子どもたら自身に受け継がれていくことが必要である。  

7 まとめ   

ここまで述べてきた家庭における子育てを支える地域の子育て支援や、多様な  

働き方を支える子育て支援サービスの拡充、さらには困難な状況にある子どもや  

家庭を支える地域の取組の強化については、いずれも、地方公共団体、とりわけ  

基礎自治体が、個々人の生活圏域において、子育ての当事者や地域住民の参画の  

もとで、それぞれの地域の実情を踏まえてニーズに応えていくことが求められて  

いる。基礎自治体において、このような施策展開が着実かつ持続的に進められる  

よう、財源の確保を含めた制度的な枠組みについて、検討していくことが必要で  

ある。  
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各分科会の議論の整理  

Ⅳ 点検・評価分科会の議論の整理  

平成19年5月   

1．はじめに  

本分科会の主な役割は、次世代育成支援対策推進法に基づく地方公共団体の行  

動計画の数値目標の見直しに向けた検討等、今後の少子化対策の展開に資するた  

め、①既に実施されている少子化対策について、運用面にも着目しつつ、施策の  

進捗状況を点検し評価を行うこと、②利用者の視点に立って少子化対策の有効性  

を点検・評価するための手法を検討することである。   

ここでは、①を中心に議論の整理を行っているが、②についても重要な課題で  

あり、今後、本分科会で検討することとしている。  

2．重点的に点検・評価すべきテーマ   

少子化対策に関連する施策は極めて広範囲にわたることから、本分科会では、  

効果的な対策の再構築を図る上で特に検証が必要であると考えられる重点テーマ  

を設定しノ、集中的に議論を行うこととした。   

具体的には、社会保障審議会人口構造の変化に関する特別部会「『出生等に対す  

る希望を反映した人口試算』の公表に当たっての人口構造の変化に関する議論の  

整理」（平成19年1月26日）において速やかに取り組むべきとされた施策分  

野、「子ども・子育て応援プラン」（平成16年12月24［］少子化社会対策会議  

決定）の進捗状況、内閣府ホームページの少子化に関する意見募集に寄せられた  

意見などをもとに、個々の施策の進捗状況や運用改善のほか、施策問の連携に着  

目しつつ、次のような重点テーマを設定し、問題の所在及び今後の方向を整理す  

ることとした。  

【重点テーマ】  

○ 継続就業環境整備（育児休業制度、短時間勤務制度等が活用しやすいよう   

な働き方や仕事の仕方の見直し等）  

育児休業や短時間勤務の充実・普及  
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企業の子育て支援の取組の促進   

妊娠初期の休暇など、妊娠中の体調不良時の母性健康管理措置の徹底  

充実  等  

○ 保育環境の整備  

保育所の受入れ児童数の拡大（待機児童ゼロ作戦）  

多様な保育ニーズヘの対応（延長保育、休日保育、夜間保育など）  

・病児・病後児保育の拡充  

・ 子どもの放課後対策  等  

○ 育児不安の解消（専業主婦も含めた地域における育児支援、家庭内の育児   

負担等）  

・ 地域における子育て支援拠点の拡充と人材育成、ネットワークづくり  

・産科医療システム、小児医療システムの充実  等  

※ 点検・評価に当たっては、継続就業環境整備と保育環境整備といった施策   

間の連携に着日する。  

3．問題の所在   

2．において設定した重点テーマを中心に点検・評価した結果、これまで政府  

として少子化対策を推進し、継続就業環境や保育環境、地域の子育て支援の整備  

等は着実に進められてきているものの、制度の運用面などを中心に次のような問  

題点が明らかとなった。  

（1）継続就業環境整備について  

（D 女性の継続就業について   

現在、女性の約7割が育児休業制度等の両立支援制度を利用する前に妊   

娠・出産を契機に離職しており、このうち約3割が両立環境が整わないこと   

を理由に辞めている。具体的には、  

育児休業など両立支援制度が活用しにくい  

保育所の開所時闇と勤務時間が合わない  

・子どもの病気等で度々休まざるをえない  
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自分の体力がもたない  

などとなっている。  

② 育児休業制度等の両立支援制度の利用について   

育児休業制度等の両立支援制度は、法律に基づき該当者は誰でも利用でき   

る制度であるが、労働者の約半数が雇用されている中小企業においては両立   

支援制度の利用が立ら遅れている。   

中小企業において制度利用が立ら遅れている理由として、育児休業取得者   

等の業務をカバーできるような仕事の進め方ができていないことなどがある。  

③ 男性の子育てについて  

男性の多くは、仕事優先の働き方を前提とした企業の人材活用により、子   

育てに十分な時間をかけられない状況にある。例えば、6歳未満児の父親の  

1巨lあたりの家事関連時間は48分（うら育児が25分）となっており、他   

の先進諸国と比べても極めて短い。また、女性の育児休業取得率は平成11   

年の56．4％から17年の72．3％と着実に向上している一方、男性の取得率   

は11年の0．42％から17年の0．50％と極めて低い水準にとどまっている。   

男性が子育てに十分な時間を力、けられない理由として、男性が子育てしや   

すいような職場の雰囲気がない、キャリアや業務知識への影響に対する懸念   

などがある。   

なお、キャリアや業務知識への影響は、女性労働者が育児休業制度等を利   

用しない、あるいは希望よりも利用期間を短くする原因でもある。  

④ 仕事の仕方について  

上記のように両立支援制度が十分に機能していない背景として、制度を利   

用すると、職場における業務遂行に支障が出るような業務管理・時間管理な   

どの仕事の仕方になっていることがある。それは、労働者に両立支援制度の   

利用をためらわせ、上司や同僚にはその利用を積極的に受け入れにくくさせ   

ている。  

（2）保育環境の整備について  

① 保育所の受入れ児童数の拡大（待機児童ゼロ作戦）について  

保育所の着実な整備が進められ、平成16～18年の3年連続で待機児童は   

減少しているものの、次のような事情から抜本的な解消に至っていない。  

・用地確保が困難（特に待機児童が多い都市部）  
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低年齢児（0～2歳児）の受入定員の不足（3歳未満児の保育所入所割  

合が低い地Ⅰ或において、最近の保育需要に整備が追いついていない）   

地域内における待機児童の偏在   

保育所整備により保育の滞在需要が喚起される   

将来の保育需要が不明確（子どもの数の減少）   

市町村の財政的な制約  

② 多様な保育ニーズヘの対応について  

就業形態・時間帯の多様化やサービス経済化等に伴い、多様な保育ニーズ   

（延長保育、休日保育、夜間保育、病児・病後児保育、一時保育）が高まっ   

ているにもかかわらず、十分対応できていない。  

③ 子どもの放課後をめぐる問題について   

子どもをめとる事件の多発等に伴い、小学生も安心して過ごせる居場所づ   

くりが必要とのニーズが近年急速に高まっているが、公園など学校以外で安 ′   

心して活動できる場所が少ないことに加え、すべての児童を対象とした放課   

後対策が十分でないこと、開所時間の延長や高学年の利用、といった課題が   

ある。  

④ 継続就業環境整備と保育環境整備の連携について  

保育所の年度途中の入所が難しいため、育児休業を途中で切り上げざるを   

えない、保育所の開所時間が勤務時間の実態に合っていないといった問題が   

ある。  

こうした問題の背景には、長時間労働や多様な働き方を選択できないこと   

から、長時間の保育が必要になるなど、現在の働き方に起因している部分が   

大きい。  

また、現在の保育環境の整備は、フルタイム労働、長時間労働を当然視す   

る働き方を前提とした保育ニーズに基づいて進められているが、働き方の多   

様化が進む中、それに応じた柔軟なサービスに対するニーズが今後一層高ま   

ることが予想される。  
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（3）育児不安の解消について  

① 家庭における子育てについて  

4歳以上はほとんどが保育所又は幼稚園に入所している（約95％）一方、   

○～2歳児の約8割は在宅で子育てされている。家庭内の子育ては、核家族   

化や都市化の進展等に伴い、家庭の養育力や地域における相互助け合いが低   

下していることもあって、孤立化する傾向にある。  

さらに、男性が長時間労働等により子育てに十分な時間を力＼けられないこ   

とが、在宅で子育てをする母親の育児不安を増大させている面がある。  

こうした状況の中、専業主婦（夫）や育児休業中の者、短時間勤務等多様   

な働き方で就労しながら生活時間に子どもに関わる者など、家庭における子   

育てに関して、身近なところで、気軽につどい、相談・交流できる場がほし   

い、地域における子育て支援に関する情報がほしい、保護者の急病や育児等   

に伴う心理的・肉体的負担の解消のため気軽に一時預かりサービスを受けた   

い、自らの家庭状況に応じた適切なサービスを受けたいといったニーズが高   

まっている。しかしながら、  

・地土或における子育て支援拠点等の整備や事業の内容がまだ十分に行き渡  

っていない   

・気軽につどい、相談・交流しやすい場になっていない  

・地土或における子育て支援に関する情報の提供や個々の家庭状況に応じた  

適切なサービスの提供を行う体制が不十分   

といった状況にある。  

② 産科医療システム、小児医療システム   

安心して妊娠、出産、子育てができる環境整備について、次のような問題   

がある。  

・各病院に産科医が1人ずつ配置されるなど、医師の薄＜広い配置などの  

勤務医の厳しい勤務環境  

・産科における訴訟リスクの高まりに対する懸念  

小児科における病院（勤務医）への夜間・休日患者の集中  

小児科における親の専門医志向  

核家族化による育児不安等からくる、軽症での受診増  
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（4）共通する課題  

」二記（1）～（3）の問題点をみると、育児休業制度等の両立支援制度を利用しや  

すい職場の雰囲気にない、子どもが病気になったときの対応が難しい、育児休  

業取得者等の業務をカバーすることが難しい、長時間労働により子育てに十分  

な時間をかけられない、長時間労働により延長保育や放課後児童クラブの開所  

時問の延長のニーズが高まるなど、その多くが仕事優先の働き方を前提とした  

企業の人材活用に起因したものとなっている。   

近年、育児や介護、自己啓発、社会活動など、仕事以外の生活時間も充実さ  

せたい、あるいはライフステージに応じて働き方や労働時間を柔軟に変えたい  

という仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に対する働く人々のニ  

ーズが高まっているが、上記でみたように、多くの職場で従来の仕事優先の働  

き方が根強く残っており、ワーク・ライフ・バランスに対するニーズに対応で  

きていない。   

ワーク・ライフ・バランスを実現できる環境整備のためには、企業は、労働  

者が仕事に投入できる時間に制約があることを前提とした業務管理や人材活用  

に切り替えていく必要があり、その取組は、企業の生産性向上に貢献すること  

が期待できるとともに、矧動者の仕事の意欲の向上や必要な人材の確保にもつ  

ながることになる。   

労働者側からみても、仕事と生活の調和が実現できることで、働く人々も子  

どもや家族と過ごす時間が増え、親が子育ての喜びを実感できるとともに、子  

どもの健全な育らにつながる。男女がともに子育てを行うことで、これまでの  

保育ニーズにも変化が生じることになるだけでなく、女性が継続就業しやすく  

なる。さらに、仕事以外の生活に活用できる時間が増えることによって、地域  

活動への参加の機会などが増える。また、少子化の原因となっている未婚化や  

晩婚化の進行の背景には様々な要因があるが、未婚の男女にとっては、様々な  

社会活動への参加が可能となり、様々な出会いの機会の増大にも資することに  

なる。  

（5）その他  

そのほか、本分科会において、  

・産前産後の休業期間中には多くの場合給与が支払われていないが、社会   

保険料が賦課されており、育児休業中の取扱いと比較しても、継続就業の   

環境整備の観点から問題である。  

現行の統計調査では、産前産後休業者及び育児休業者も含めた労働力人  
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□が把握されておらず、また、女性の継続就業率が継続的に把握されてい   

ない  

といった点が指摘された。  

4．写後の方向  

（1）ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて   

3．でみたように、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた環境整備は、継  

続就業環境整備、保育環境の整備、育児不安の解消のすべてにおいて最も重要な  

課題となっており、次に掲げる対応方向に基づき、国、地方公共団体、企業、地  

域社会等が連携して取り組むことが重要であり、その取組が家族、地土或社会のあ  

り方を大きく変えることにつながる。   

なお、当面、現在の働き方を前提としたニーズに対応していく必要があるが、  

今後、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた環境整備が進むにしたがって、  

国民のニーズも変化していくことに留意が必要である。  

（対応方向）   

労使の自主的取組等を通じた、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取矧足進等   

により、．家族が共に触れ合い、紳を深めるような時間を確保できるようにする。   

仕事と生活の調和ができるような柔軟な働き方を実現するため、労働者の事情   

に配慮した働き方の推進、仕事と家庭の両立が図られる環境整備の推進を園る。   

どのような働き方をしても、公正に処遇され、個々人の生活上の必要に応じた   

働き方を選択できる条件整備を進める。   

子育てや介護などをしながら安心して働き続けられる基盤の整備のため、短時   

間勤務など多様な働き方に対応できるように、多様かつ柔軟な子育て支援サービ   

スの提供を図る。   

上記の対応方向に沿って、3．でみた各問題点の対応策を考えると、次の通り  

となる。  
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（2）個々の重点テーマについて  

① 継続就業環境整備について   

子育てに十分に時間をかけることができていないという問題への対応と  

して、業務管理や時間管理など仕事の仕方の見直し等により、効率的な業  

務遂行と長時間労働の是正を図る。   

育児休業制度等の両立支援制度の利用者がいると業務に支障が出るとい  

う問題への対応として、情報の共有化等、お互いの業務をカバーできる業  

務体制の構築を図る。   

育児休業制度等の両立支援制度を利用しやすい職場をつくるため、制度  

利用に対する企業経営者や管理職への意識改革、従業員への周知、企業に  

よる従業員のニーズ把握の取組の促進、情報共有化など休業者が出てもカ  

バーできるような仕事の仕方の見直しのためのノウハウ提供を行う。   

子どもの病気等への対応として、企業における子どもの看護休暇等の適  

切な運用、病児・病後児保育の充実を図る。   

社内規定がないなど育児休業制度等の両立支援制度の認知が不足してい  

る事業所に対し、法制度等の周知徹底を図る。   

キャリアヘの影響への対応として、制度利用者の評価ルールの明確化を  

図る。   

業務知識への影響への対応として、制度利用者に対し、育児休業中の業  

務関連情報の提供を図る。   

男性の子育てを支援するため、上記の取組に加え、男性の子育ての必要  

性に対する企業経営者や管理職への意識改革、従業員への周知、男性労働  

者の利用も念頭においた両立支援策の促進を図る。  

② 保育環境整備について  

1）保育所の受入れ児童数の拡大、多様な保育ニーズヘの対応  

・単に待機児童の解消を目指すだけでなく、今後の有配偶女性の労働力   

率の上昇を視野に入れた、特に3歳未満児の保育サービスの計画的な拡   

充を図る。  

待機児童の問題は用地取得が難しい都市部で顕著であること、働き方   

の多様化によって柔軟な保育サービスに対するニーズが高まっているこ  

となどから、家庭的保育等の多様で弓学力的な保育サービスの活用を図る。  

多様な保育ニーズ（延長、休日・夜間、病児・病後児、一時保育）に  
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対応するため、保育サービス利用者の満足度を適切に把握し、それに応  

じた柔軟なサービスの提供を図る。その際、子どもの視点に立って子ど  

もにとって適切な保育環境が確保されるよう、質の確保にも留意する。  

2）子どもが放課後も安心して過ごせる居場所つくり  

・平成19年度から実施する「放課後子どもプラン」においては、各地  

域で実施されている放課後対策の実態や親のニーズを踏まえ、事業の円  

滑な実施を図る。  

すべての児童を対象とした放課後対策を含め、「放課後子どもプラン」   

を推進する中で、開所時問の延長の取組や高学年利用、適正規模化の課  

題に対応する。  

③ 育児不安の解消について  

1）子育て、実見子関係への支援  

・身近に歩いて行けるような距離感で、地域子育て支援拠点を整備する。  

専業主婦だけでなく、育児休業中の者や男性の子育てへの支援など、  

すべての家庭を対象とした子育て支援の展開を図る。  

・ 地域子育て支援事業を進める上で、気軽に集い、相談・交流しやすい   

場になるよう、父母が主体的に参画しやすい環境を整備し、行政や関係   

者と協働する活動を推進する。  

在宅子育て家庭でも気軽に利用しやすい一時預かりサービスの拡充を  

図る。  

・ 学生・主婦・退職者等のボランティア等を活用した子育て支援の人材  

の確保を図るとともに、地域の子育て支援拠点における人材育成や質の  

確保を図る。  

2）産科医療システム、小児医療システムの充実  

・ 産科医の減少、分娩実施施設数の減少、地域偏在への対応として、医  

師が集まる拠点病院づくり、周産期医療ネットワークをはじめとした医  

療機関相互のネットワークの構築、産科医の確保、産科医療補償制度の  

検言寸、助産師の活用などを図る。  

夜間・休日患者の集中、軽症での重言多増等による小児科勤務医の繁忙   

感から深刻化している問題への対応として、拠点病院つくり、医療機関  

相互のネットワーク構築、小児科医の確保、小児救急電話相談事業の充  

実を匿Ⅰる。  
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医師の労働環境の改善を図る。  

④ その他  

産前産後の休業期間中の社会保険料負担の取扱いについて、必要となる  

財源にも留意しつつ、育児休業と同様に免除にすることを含めて検討する。  

・産前産後休業者及び育児休業者も含めた労働力人口を把握することにつ  

いて検討する。  

・女性の継続就業率を継続的に把握することについて検討する。  

5．おわりに   

以上の点及び他分科会における検討も踏まえ、今後、具体的な施策の見直し等  

の検討を行うとともに、それらの施策を実効ある形で進めるために、地方公共団  

体や企業の行動計画、さらには「子ども・子育て応援プラン」の見直しにつなげ  

ていくことが必要である。  
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